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公益財団法人 公益法人協会

常務理事・事務局長 鶴見 和雄

「寄附募集のポイント –寄附に関する実務を整理すると-」

内閣府平成30年度「テーマ別セミナー」第2回セミナー

2019年1月30日
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本日お話させていただく項目

1. 公益法人セクターにおける寄附の現状

2. 寄附実務に入る前に・・・

3. 寄附実務について

4. 参考資料
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IMF・世銀総会に国際NGO代表として出席

鶴見 和雄 公益財団法人 公益法人協会 常務理事・事務局長

1972年三菱商事㈱に入社。11年間の海外勤務を
含め、29年間、主に開発途上国との外国間取引に従
事。同社情報産業グループ（当時）部長、
広告・マーケティング・マネージャーを経て、
公募にて2001年5月に、現在の（公財）プラン・イン
ターナショナル・ジャパン事務局長として入局。2003
年9月に専務理事・事務局長、2010年9月に専務理事。
2011年2月に公益財団法人への移行に伴い、初代の
代表理事・専務理事に就任し、経営運営全般にCEO
として従事し、2017年9月に若手後進に次世代を託し
理事に就任。

国際NGOプラン・インターナショナル（世界76ヵ国加盟）において、2001年以来、支援国代表として支援国会議
常任委員。2003年9月～2005年8月及び2009年9月～2011年10月の間、プラン・インターナショナル国際経営
執行役員に就任。2015円4月～2017年9月の間、同国際経営執行役員としてアジア代表を務める。2011年6月
～2017年6月の間、（公財）公益法人協会 評議員を務め、2017年7月より現在に至る。

他団体では、2010年7月～2016年4月、現在のSDGsジャパンの前身である「動く⇒動かす」運営委員会議長、
2011年6月～2017年6月（特活）国際協力NGOセンター（JANIC）副理事長、現在は同センターの理事として現
在に至る。2017年7月～神奈川県指定特定非営利活動法人審査会審査委員。2018年12月～特定非営利活
動法人 エイズ孤児支援NGO・PLAS 理事
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1972年（昭和47年）に当時の総理府所管の公益法人として誕生
2009年（平成21年）に公益財団法人格を取得（認定第一号法人）
当協会の目的：

１）公益活動を担う法人による、自律的で創造的な公益活動を推進・支援
２）市民社会における非営利セクターの役割の向上と発展に寄与

公益目的事業：
－公益目的事業１：民間公益活動の普及啓発事業
－公益目的事業２：民間公益組織の支援・能力開発事業
－公益目的事業３：民間公益活動、組織・制度の調査研究及び政策提言

平成29年度経常収入：229,795千円 経常費用：231,101千円

公益法人協会とは…
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本日お話させていただく項目

１．公益法人セクターにおける寄附の現状
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１．公益法人セクターにおける寄附の現状

現在の公益法人数及び移行一般法人数

区分 社団 財団 合計

内閣府

公益 ７９９ １，６４１ ２，４４０

移行一般（注） ６８９ ８７１ １，５６０

都道府県

公益 ３，３５３ ３，７００ ７，０５３

移行一般（注） ４，１７０ ２，９５３ ７，１２３

合計

公益 ４，１５２ ５，３４１ ９，４９３

移行一般（注） ４，８５９ ３，８２４ ８，６８３

平成29年12月1日現在

注：公益目的支出計画を実施している法人 出典：内閣府「平成29年公益法人の概況」
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新設公益法人の数が,旧制度の場合と比べて少ない。

旧制度の公益法人からの移行した公益法人の数が予想より少ない。

公益目的支出額 4兆5,805億円（前年度4兆3,971億円)

資産総額27兆225億円（前年度28兆4,493億円）

常勤役職員数21万2,338人（前年度21万953人）

２００９年～２０１８年の新設法人 ６９７法人

１９９８年～２００７年の新設法人 １，６５７法人

２００８年１２月末現在 ２４，３１７法人

２０１５年１２月末現在 ８，９２７法人

１．公益法人セクターにおける寄附の現状
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内閣府 順位 都道府県 順位 合計 総合

消費者利益の擁護など 152 ⑩ 244 396

エネルギー等の安定供給 104 307 411

経済活性化・国民生活安定 136 212 348

地域社会の健全な発展 321 ⑥ 3,011 ① 3.332 ①

国政の健全な発展 102 582 ⑨ 684

国土の利用保全整備 103 331 434

環境保護 209 575 ⑩ 784 ⑩

国際相互理解の促進 418 ⑤ 239 657

男女共同等良い社会形成 142 162 304

思想・信教等の自由尊重 25 13 38

人種差別の防止根絶 32 62 94

事故・災害防止 163 ⑨ 273 436

犯罪防止・治安維持 40 152 192

教育・スポーツ 440 ④ 1,130 ⑤ 1,570 ⑤

勤労者福祉向上 50 209 259

児童・青少年育成 527 ② 1,413 ③ 1.940 ②

公衆衛生向上 241 ⑧ 1,123 ⑥ 1,364 ⑦

就労支援 77 1,161 ④ 1,238 ⑧

高齢者福祉 149 1,546 ② 1,695 ③

障がい者・災害被害者等 248 ⑦ 712 960 ⑨

文化・芸術 507 ③ 1,067 ⑦ 1,574 ⑤

学術・科学技術 879 ① 698 ⑧ 1,577 ④

活動分野別の公益法人数 出典：内閣府「平成29年公益法人の概況」

１．公益法人セクターにおける寄附の現状
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寄附金の現状

内閣府所管 ２，０６８億３，４００万円

都道府県所管 ９４０億３，６００万円

合計
注：定期提出書類別表Ｈ表（２）の「１．寄附を受けた財産」の（２）の数字

３，００８億７，０００万円

公益社団法人で寄附金を集めていない ５７．８％

公益財団法人で寄附金を集めていない ４１．３％

公益法人全体で寄附金を集めていない ４８．５％

１．公益法人セクターにおける寄附の現状

出典：内閣府「平成29年公益法人の概況」
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寄附金収入額上位15法人

行政庁 法人名称 寄附金額（千円） 設立年

島根県 公益財団法人 ホシザキグリーン財団 27,011,470 1990

内閣府 公益財団法人 前川財団 25,643,785 2014

内閣府 公益財団法人 上原記念生命科学財団 20,433,000 1985

内閣府 公益財団法人 日本ユニセフ協会 17,693,547 1955

福岡県 公益財団法人 余慶会 17,555,000 2015

内閣府 公益財団法人 鉄道総合技術研究所 11,411,919 1986

内閣府 公益財団法人 ＡＯＫＩ財団 8,533,730 2011

内閣府 公益財団法人 上廣倫理財団 7,000,000 1987

内閣府 公益財団法人 ＴＡＫＥＵＣＨＩ育英奨学会 6,568,677 2015

内閣府 公益財団法人 トランスコスモス財団 5,232,000 1991

東京都 公益財団法人 菊池美術財団 4,174,807 2003

内閣府 公益社団法人 全国競輪施行者協議会 3,724,440 1976

香川県 公益財団法人 大西・アオイ記念財団 3,169,430 2015

内閣府 公益財団法人 プラン・インターナショナル・ジャパン 2,528,954 1986

内閣府 公益財団法人 粟井英朗環境財団 2,519,046 2012

出典：内閣府「平成29年公益法人の概況」

１．公益法人セクターにおける寄附の現状
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法人種別 公益法人 一般法人

発信件数 15,334

回答件数
4,061（回答率26.5%）

2,452（社団1196 財団1256） 1,609（社団1,012 財団597）

法人形態

特例民法法人
からの移行

新設（2008年12月
以降に一般法人

設立）

特例民法法人
からの移行

新設（2008年12月
以降に一般法人

設立）

1,891 561 1,299 310

公益法人：行政庁別
一般法人：税制区分別

内閣府 都道府県
非営利
徹底型

共益型
普通
法人型

669 1,783 854 384 371

公益法人協会実施「アンケート調査回答数・回答率」 2018年8月実施

１．公益法人セクターにおける寄附の現状
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「2017年度の主な収益（複数回答可）」

回答
公益法人 一般法人

社団 財団 社団 財団

会費収入 910（76.1%） 314（25.0%） 876（86.6%） 209（35.0%）

寄附金 111（9.3%） 214（17.0%） 22（2.2%） 39（6.5%）

親会社等による資金拠出 37（3.1%） 108（8.6%） 10（1.0%） 16（2.7%）

公益目的事業からの収益 609（50.1%） 444（35.4%） 170（16.8%） 99（16.6%）

収益事業の実施による収益 160（13.4%） 245（19.5%） 367（36.3%） 310（51.9%）

民間機関からの助成金 114（9.5%） 70（5.6%） 53（5.2%） 21（3.5%）

行政機関からの補助金 498（41.6%） 367（29.2%） 197（19.5%） 86（14.4）
委託費・指定管理料 217（18.1%） 312（24.8%） 189（18.7%） 120（20.1%）

金融機関からの借り入れ 19（1.6%） 7（0.6%） 6（0.6%） 7（1.2%）

資金運用益 77（6.4%） 409（32.6%） 15（1.5%） 96（16.1%）

 社団は公益、一般とも、会費収入、財団に付いては公益、一般とも収益事業からの収入が中核となっている。
 寄附金に付いては、社団、財団ともある一定の寄附収入が見られるが、一般に関しては、公益に比し、社団、財団とも

総収入における割合は、少ない。
 公益目的事業からの収益は、公益においては、社団、財団とも高水準だが、一般に付いては、公益と比し、水準が低い。

１．公益法人セクターにおける寄附の現状
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回答
公益法人 一般法人

社団 財団 社団 財団

0％ 734（61.4%） 487（38.8%） 828（81.8%） 439（73.5%）

10％未満 324（27.1%） 430（34.2%） 156（15.4%） 104（17.4%）

10％以上20％未満 44（3.7%） 57（4.5%） 11（1.1%） 10（1.7%）

20％以上30％未満 20（1.7%） 40（3.2%） 5（0.5%） 7（1.2%）

30％以上50％未満 28（2.3%） 54（4.3%） 3（0.3%） 9（1.5%）

50％以上 46（3.8%） 188（15.0%） 9（0.9%） 28（4.7%）

 法人の総収入における寄附金の割合は、公益法人と一般法人のいずれの場合にも低く、非常に小さい。公益法
人の場合、社団は9割近くの法人で、財団も7割以上の法人においてで、寄附の割合は１割未満という結果に
なった。

 一般法人の場合にも、寄附金の割合が１割以上となるとなる法人は、その全体の５パーセント程度に過ぎない。
これらこのなかでは、回答数の約15パーセントの公益財団法人が総収入の５割以上となる寄附金を集めている
ことが注目される。

 寄附金の集まりは、総じて一般法人よりも公益法人の方がよいようだが、やはり寄附金控除の優遇措置が、公
益法人を選択してよかった理由としては希薄であるものの一定の効果をあげているためではないかと思われる。

「寄附金の総収入に占める割合」

１．公益法人セクターにおける寄附の現状
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回答
公益法人 一般法人

社団 財団 社団 財団

事業収入や運用収入で間に合っている 406（52.4%） 322（58.0%） 762（75.3%） 267（44.8%）

寄附を募集したことがなく、そのノウハウがない 398（51.4%） 224（40.4%） 488（48.2%） 156（26.1%）

寄附金を募集した後の事務負担が大きい 109（14.1%） 75（13.5%） 110（10.9%） 42（7.0%）

募集後に報告や説明責任の義務を果たさなけ
ればならない

79（10.2%） 40（7.2%） 109（10.8%） 42（7.0％）

 寄附金を募集していないいという公益法人1,330件（社団775件、財団555件）および一般法人1,280件
（社団831件、財団449件）に対し、その理由を尋ねたところ、いずれの法人格の場合にも、事業収入
や運用収入で間に合っているとする回答が最も多い結果となった。

 寄附を募集したことがなく、そのノウハウがないという回答も少なくなかった。

「寄附金を募集していない理由」

１．公益法人セクターにおける寄附の現状
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本日お話させていただく項目

２．寄附実務に入る前に
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寄附の直接のきっかけ（複数回答可） 全体
n=4,174

Gender別
男性

(n=1,956）
女性

（n=2,218)
自治会や町内会が集めにきたから（回覧を含む） 52.4% 50.4% 54.2%
関心があったから 22.3% 21.9% 22.7%

街頭での呼びかけがあったから 17.4% 15.9% 18.8%
インターネットで知ったから 12.4% 12.1% 12.6%
きっかけがわからないくらい昔から知っている 10.1% 9.6% 10.6%
家族や知人や団体から頼まれたから 8.5% 9.2% 7.8%
TVや新聞や雑誌で寄附先の活動が紹介されていたから 7.6% 7.0% 8.1%
寄附つき商品や団体の販売物品の購入機会があったから 6.8% 4.5% 8.8%
その団体でボランティアをしていたから 5.7% 5.8% 5.6%
イベントに参加したから 5.4% 5.0% 5.8%
ダイレクトメールをもらったから 4.8% 5.8% 3.8%
家族や知人や団体を通じ紹介されたから 4.5% 4.9% 4.1%
職場や学校で紹介してもらったから 4.4% 4.6% 4.2%
財政的に余裕があったから 3.6% 4.9% 2.4%
自宅や勤務先の近くに寄附先の事務所があったから 2.8% 3.0% 2.6%
相続や香典があったから 1.6% 1.9% 1.4%
記念日だったから 0.8% 0.9% 0.7%
その他 3.0% 3.1% 2.9%

出典：日本FR協会『寄附白書2015』

２．寄附実務に入る前に・・・・
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２．寄附実務に入る前に・・・・

寄附先を選ぶ際に重視した事
（複数回答可）

全体
n=4,174

継続して支援したい団体があり

そう思う
(n=2,203）

そう思わない
（n=1,971)

寄附金の使い道が明確で、有効に使ってもらえること 42.3% 48.9% 34.9%

活動の趣旨や目的に賛同・共感・期待できること 36.6% 47.2% 24.8%

寄附の方法がすぐにわかり、簡便であること 23.9% 26.3% 21.3%

団体の知名度があること 18.1% 20.1% 15.8%

多くの人たちが寄附していること 15.6% 13.6% 17.8%

信頼できる役員やスタッフがいること 13.1% 16.3% 9.4%

団体や活動に関する情報が多いこと 12.6% 17.7% 6.7%

報道などで社会的な評価がされていること 10.6% 15.1% 5.5%

経営基盤がしっかりしていること 8.9% 11.1% 6.3%

領収書が発行されること 6.9% 8.3% 5.3%

税の優遇措置が受けられること 5.6% 6.7% 4.3%

寄附者に対する特典があること 4.3% 4.4% 4.2%

寄附者（個人）の名前が公表されること 1.2% 1.3% 1.1%

著名人が関わっていること 0.6% 1.0% 0.2%

その他 4.0% 1.7% 6.5%

出典：日本FR協会『寄附白書2015』
17



18

寄 附 市 場

自法人分析
・Vision
・組織
・財力
・ネットワーク

期待する
ポジショニング

・中期事業戦略
・財源の多様化
・組織の多様化

寄附戦略立案とアクション・プランの策定

個人スキル 経営意思 組織変革

２．寄附実務に入る前に・・・・
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本日お話させていただく項目

３．寄附実務について
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STEP 1
プロジェクトの

確定

STEP 2
認知の拡大

STEP 3
活動に共感

STEP 4
活動に

支援・参加

STEP 5
支援を継続

寄附獲得行動の基本

●コアターゲットは ●統一したﾒｯｾｰｼﾞは可能か
●広報・広告活動規模は ●メディアとの連携はどの程度可能か
●広報活動の最終目標（定性･定量） ●政府・民間企業からの支援は

広
報

活
動

イベント開催

D
M
・
広

告

３．寄附に関する実務
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認知度の向上と目的事業に対する関心の喚起

認知度・関心を向上するにあたっての戦略ポイント

公益法人として社会的認知
を得ることにより，そのﾎﾟｼﾞｼｮﾝ

を確立

現行支援者やネットワークを牽引
役として共感者，支援者を増やし

ﾑｰﾌﾞﾒﾝﾄとしていく

関心から理解へ

広報の強化

理解から参加へ

参加機会の創出支援のし易い環境造り

メディアとの連携と
協力関係構築

３．寄附に関する実務

具体的な活動を広報・イベントを通じたｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝによって伝え寄附潜在層に
確実に定着させる
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３．寄附に関する実務 「広報活動」
活動広報
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３．寄附に関する実務 「イベント」
イベント開催
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チラシ・ポスター

３．寄附に関する実務 「DM・広告」
交通広告

24



街頭勧誘

３．寄附に関する実務 「DM・広告」
広告（街頭支援活動））
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３．寄附に関する実務 「DM・広告」
チラシ広告

26



多様化する寄附システム

一般例 プラン・インターナショナル・ジャパン

会員制度（正会員、賛助会員等） 該当なし

継続寄附 プラン・スポンサーシップ
ガールズ・プロジェクト
グローバル・プロジェクト

都度寄附 緊急・復興支援
オーダーメイド・プロジェクト
一口100万円プロジェクト

遺贈、企業連携 遺贈・相続財産の寄附
企業寄附、寄附付商品（CRM）

寄附キャンペーン イベント募金
募金箱

もったいない系 書き損じハガキ他

オンライン寄附 クラウド・ファンディング
キャンペーン・寄附

３．寄附に関する実務
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• 社員・社員総会
• 理事・理事会
• 監事（会計監査人）

• 登記・公告

• 事務所備置き定期提出
書類

• インターネット公開

• 法令
• 定款・諸規程
• 倫理

C
Compliance

G
Governance

D
Disclosure

寄附を受け入れる健全なガバナンスの構築

３．寄附に関する実務
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寄附制度の欠陥と説明責任と透明性の未達（活動資金の不正利用など）

公益法人認定の取り消し（不正経理，認定要件違反など）

Vision ＆ Missionとの齟齬（支援者, 活動地コミュニティー等に存在する実体性齟齬）

寄附市場を取り巻く社会・経済環境変化（急激な寄附収入の低下, 寄附税制など）

役職員による犯罪（違法行為, 情報漏洩など）

役職員の過失による事故（火災, 人身事故, 知的財産侵害, 情報漏洩など）

役職員の事件・事故・テロへの遭遇（誘拐, 飛行機事故, テロの更なる国際化など）

役職員の人事・労務上のトラブル（不正解雇，パワハラ，セクハラ等）

自然災害（自然災害の多発化と多種化など）

風説の流布 （マスコミの誤報, インターネット, SNSなど）

「公益法人を含む、非営利セクターを取り巻く寄附関連リスク例」

３．寄附に関する実務
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評 議 員 会

理 事 会

事 務 局

監事・会計監査人

３．寄附に関する実務

広 報 ・
マ ー ケ テ ィ ン グ

ド ナ ー ・
リ レ ー シ ョ ン

寄 付 金 管 理
（ 総 務 ・ 人 事 , I C T )

プ ロ グ ラ ム

寄
附
募
集

寄
附
申
込
受
付

寄
附
会
計
処
理

寄
附
受
領
書
発
行

寄
附
申
込
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

進
捗
中
間
報
告
書

寄
附
控
除
証
明
書
の

発
行

寄
附
申
込
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
最
終
報
告
書

寄
附
金
使
途
・会
計
報
告

寄
付
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
選
定

業 務 プ ロ セ ス

公益法人における
寄附金取扱の
組織体系例
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組織 果たすべき代表的な機能

広報・
マーケティング

 広報
広報戦略立案、ニュースレター制作、イベント企画、メ
ディア対応

 マーケテイング 個人 個人寄附者向寄付募集（広告出稿、DM、F2F等）

 マーケテイング 企業・法人（学校、教会な
ど）

企業向寄附募集（企業向説明会、イベント・連携企画）

 マーケティング 相続寄附・遺贈
遺贈・相続相談、税制情報提供、遺志に基づくプロ
ジェクト提案

ドナー・
リレーション

 寄付者リレーション
既存寄附者対応窓口、寄付充当プロジェクト進捗報告

 寄付者リテンション 寄附者継続企画、過去寄付者へのコンタクト

 寄付金受付 寄附金管理全般、寄附金関連寄附者対応窓口

プログラム
 プログラム（個人寄付・企業CSR・遺贈）

年間プロジェクト企画・進行・モニタリングと評価

 プログラム（公的資金）
年間プロジェクト企画・進行・モニタリングと評価

総務・経理・
人事・ＩＣＴ

 財務・経理 財務・経理業務全般、決算書作成、監査対応

 総務・人事
総務・・人事全般、諸規程立案・管理、ボランティア対
応窓口

 経営企画
全体経営計画立案、理事会・評議員会対応、所轄官
庁対応

 ICT 基幹システム全般管理・保守・更新

３．寄附に関する実務
寄附金受領法人の組織と代表的な機能
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1   倫理規程 13  資金運用規程 25  再雇用規程

2   会員に関する規程 14  委員会規程 26  育児休業規程

3   評議員会運営規則 15  情報公開規程 27  介護休業規程

4   理事会運営規則 16  個人情報管理規程 28  文書管理規程

5   役員及び評議員の報酬並びに費
用に関する規程

17  特定費用準備資金等取扱規則 29  有期契約職員就業規則

6 役員等への講師及び原稿執筆謝
金の支払に関する規則

18  リスク管理規程 30  出張規程

7   理事の職務権限規程 19  公益通報者保護に関する規程 31  情報システムの運用管理に関する規程

8   役員等候補選出委員会規則 20  コンプライアンス規程
32  情報システムの緊急事態における行動
指針

9   監事監査規程 21  経理規程 33 首都直下地震等対策ガイドライン

10  寄附金等取扱規程 22  就業規則 34 特定個人情報取扱規則

11  事務局規程 23  給与規程

12  印章取扱規程 24  退職金規程

寄附管理に関する諸規程の整備

３．寄附に関する実務
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寄附金管理規程の制定
「規程で押さえるべきポイント」

目的

寄附金の種類

寄附金の募集

領収書の発行

寄附金控除申告用の領収書と証明書

寄附結果の報告

情報公開

個人情報保護

規程の改廃

３．寄附に関する実務
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公益法人制度とその役割をよく理解し、法令・定款・諸規程そして公

益法人としての倫理を順守

公益法人は公のものであり、それを喪失したり毀損したりすることは

許されない

公益法人は良いことをするのが当たり前であり、悪いことのみが目

立つ組織と心得る

公益法人として寄附金を管理運用する者の心構えとは・・・

３．寄附に関する実務
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法人のミッション（使命）に共感願う様、その実現に邁進すること

市民社会にとり、公益になるかどうかが寄附募集判断の決め手

寄附金は天から降ってくるものではなく、潜在的な寄附市場にアプ

ローチしない限り、集まらない

寄附者は非営利セクターのお客様という感覚が大切であること。

寄附の手順を簡略化し、選択肢に幅を。然し寄附の強要的な行為

には批判を覚悟

公益法人として寄附金を管理運用する者の心構えとは・・・

３．寄附に関する実務
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財務諸表を読んでわかる団体の活動 勘定費目 考察点

「経常収益」

基本金運用益 基本金はどれだけ保有しているか？

受取寄付金 どの様な寄附スキームを持っているか？

特定資産運用益 特定資産の内容は？

受取補助金等 助成金か補助金か？

「経常費用」

地域開発・緊急復興・ 支

援事業

①公益目的を満たしているか？

②収入比は？

③支出先は（海外、国内）？

④国内経費は（広報・広告費、人件費等）

国際相互理解促進・啓発

事業

①公益目的を果たしているか？

②収入比は？

③国内経費は（広報・広告費、人件費等）

支援募集活動費 ①国内経費は（広報・広告費、人件費等）

②収入比は？

③広告・広報費投資リターンは？

寄付金取扱事務費 ①管理費との混同はないか？

②国内経費は？（広報・広告費、人件費等）

管理費 ①収入比は？

②国内経費は？（人件費）など）
要約

全事業費 3,036,659千円 97.9％

国内経費 812,267千円 26.2％

広告・広報費 241,656千円 7.8％

人件費 294,294千円 9.5％

３．寄附に関する実務
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３．寄附に関する実務

日本の人口構成と日本人の社会貢献意識

ミドル層、シニア層を如何に取り込むか

ライフタイムにおける寄附文化の醸成と寄附教育の実施

若い世代を寄附予備軍として如何に育てるか

SNSやクラウド・ファンディング等、テクノロジーの最大活用

寄附に関する今後の展望
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民間公益活動推進センター

公益法人の持続的な活動のためには、継続

的な寄附の仕組み造りが重要な要素となりま

す。その対象は、個人であり、企業が含まれ

ます。税制上の優遇措置を活用し、寄附の仕

組み造りを。
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４．参考資料

プラン・インターナショナル・ジャパン
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寄附システム
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寄附システム
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寄附システム
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寄附システム
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寄附システム
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寄附システム
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寄附システム

46



寄附システム
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寄附システム
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寄附申込書
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寄附申込書
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寄附決済手段
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ポスター
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インターネット広告
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寄附税制説明
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17

寄附税制説明

55



寄附控除用公的証明書

公益財団法人認定書コピー

税額控除に係る証明書コピー

証明書発行法人名、理事長名、理
事長印及び登録住所

寄附金領収期間

寄附金領収金額合計

寄附金領収証明番号及び発行日

56



説明責任（年次報告書）
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説明責任（活動報告書）
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説明責任（プラン・ブログ）
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説明責任（課題別報告書）
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４．参考資料

エイズ孤児支援NGO・PLAS
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活動広報
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活動広報
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活動広報
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活動広報
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寄附システム
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寄附システム

67



寄附システム
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寄附システム
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寄附システム
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支援者システム

71



寄附決済手段

72



寄附申込書
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説明責任（活動報告）
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広報・説明責任（Face Book）

75



広報・説明責任（Twitter)

76



広報・説明責任（You Tube）

77



広報・説明責任（PLASブログ）

78



イベント開催

79



説明責任（年次報告・活動報告）
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End of Presentation
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